
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である。

　　　３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員

　　　　  を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）　　

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

 　　 学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。　　　

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値で

　　　　 ある。

 　※ 平成27年4月1日のラスパイレスの指数が、① 3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、② 3年連続で上昇している場合、

 　   ③ 100を超えている場合について、その理由及び改善の見込みについて

41,681,202

千円

2,130,365

千円

3,751,916

％ ％

8.39.0

　①～③については該当なし。

Ｂ／Ａ 平成26年度の人件費率

平成27年度
人

区　　分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（平成28年1月１日） 　　　　　　Ａ

千円 千円

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

平成27年度
人 千円 千円 　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

55,507

千円

千円

385 1,376,576 387,784 510,532 2,274,892 5,909 6,128

塩竈市の給与・定員管理等について

H25.4.1

95.3

H25.4.1

97.5

H25.4.1
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95.7

H26.4.1

97.7
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H27.4.1

97.6

H27.4.1

98.7

H28.4.1

96.6

H28.4.1

98.5

H28.4.1

99.1

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

塩竈市 類似団体平均 全国市平均



 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について　

【概要】

　　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む

　こととされている。

①給料表の見直し

[　実施　・　未実施　]

（給料表の改定実施時期）

給料平成27年4月1日

（内容）

　　行政職給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。1級及び2級の初任給に係る号給については据え置き

　、3級以上の級の高位号給については最大4％程度引下げ。激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現

　給保障）を実施。

　　他の給料表についても、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施（企業職給料表（二）を除く）。

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）

　　国基準の支給割合を同じ　※塩竈市0％（国基準0％），支給地域に勤務する職員に対してのみ支給

（実施時期）

実施平成27年4月1日

③その他の見直し内容

3% 4% 5% 6%

20%

6% 6% 6% 6%

3% 5% 7% 10%

3% 3% 3% 3%

3% 3% 3% 3%

3%

3%

3%

18% 18.5% 20%

6% 6% 6%

5% 7% 10%

3% 3% 3%

3% 3% 3%

4% 5% 6%

塩竈市の支給割合 国基準の支給割合

支給対象地域 平成27年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

見直し後の
支給割合

平成26年度
の支給割合

東京都特別区 18%

平成26年度
の支給割合

平成27年度の支給割合 見直し後の
支給割合4月1日時点 遡及改定後

18% 18% 18.5%

宮城県仙台市

宮城県多賀城市

宮城県名取市

宮城県利府町

宮城県富谷町

6%

3%



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成28年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　　 

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

　　　　もの）で算出している。　　　　

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

　※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成25年～27年の3ヶ年平均）

　※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

　※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」のデータは、平均給与月額を12倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当を加えた試算値である。

―

―

―

―

―

―

1.61

1.33

―

―

―

―

―

―

―

―

301,791 337,612 315,572

295,663 310,931

― ― ― ―

平均給料月額
平均給与月額

（A)

平均給与月額

（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（B）
A/B

参考民間公務員

302,819 調理士

国 43.6 331,816

平均給与月額

区　　分
平均年齢 職員数

（国比較ベース）

宮城県 42.3 321,467 401,885 356,741

塩竈市 41.7 308,963 415,096 333,512

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

- 410,984

類似団体 41.4 311,635 393,991 358,378

うち用務員 46.0 10

うち学校給食員 48.5 16

塩竈市 48.3 57

43.8 240,300.0 1.29

296,520 322,224 314,520

うちその他技能労務職 48.8 21

うち清掃職員 49.0 10 308,430

305,810

387,457

341,533

323,530

322,000

用務員

廃棄物処理業

―

55.2

45.3

―

199,900

290,300.0

うち学校給食員 56.8 2

宮城県 52.2 191 324,449

298,000

365,851

335,900

348,020

331,008

―

―

―

―

うち清掃職員 ― ―

うち用務員 52.5 96 327,100

―

364,808 351,584

―

―

―

―

――

類似団体 50.0 29

国 50.4 2,876 287,447

327,544

―

384,993

329,358

362,464

―

1.58

―

―

―

―

塩竈市 ―

うち用務員

区 分

参　　　考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ/Ｄ

5,411.9

うちその他技能労務職 5,515.4 ― ―

5,249.7 2,732.9 1.92

うち清掃職員 5,907.4 3,968.1 1.49

うち学校給食員 5,076.0 3,204.8



（2) 職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※技能労務職には、中学卒の職員が存在するが、経験年数が30年以上であるため掲載していない。

３　一般行政職の級別職員数等の状況　

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成28年4月1日現在）

（注）１　塩竈市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

140,100

190,200

円

円

最高号給の
給料月額

246,100

303,000

円

円

1号給の
給料月額

291,300

国

一般行政職 大　学　卒 176,700 184,400 176,700

区　　　　　分 塩　竈　市 宮　城　県

高　校　卒 201,800 268,400 314,000 349,300

経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

高　校　卒 144,600 149,900 144,600

技能労務職 高　校　卒 142,000 147,600 142,000

2　相当高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職

一般行政職 大　学　卒 234,500 308,000 356,600 386,500

中　学　卒 137,900 131,000 ―

区　　　　分 経験年数10年

中　学　卒 ― ― ― ―

技能労務職 高　校　卒 ― 254,200 277,100

1　　級
1　定形的な業務を行う職務

主事、技師 31人

43人

11.0%

15.2%

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

3　　級

1　係長の職務又は職務の内容及び責任の度
がこれと同程度のものとして市長が規則で定
める職の職務 係長、専門主査、

主査
80人 28.3% 226,400 円 348,800 円

2　　級
高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
職務

主事、技師

31人

7人

11.0%

2.5%

259,900

286,200

317,000

361,300

円

円

円

円

379,800

391,8005　　級
課長の職務又は職務の内容及び責任の度が
これと同程度のものとして市長が規則で定める
職の職務

課長補佐、主幹、
副参事

2　困難な業務を処理する係の長の職務又は
職務の内容及び責任の度がこれと同程度のも
のとして市長が規則で定める職の職務

4　　級
課長補佐の職務又は職務の内容及び責任の
度がこれと同程度のものとして市長が規則で
定める職の職務

課長補佐、係長、
専門主査、主査

409,000

443,700

円

円

円

円

66人

25人

23.3%

8.8%

7　　級
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

部長、理事

6　　級
次長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

次長、参事、課
長、副参事



  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成18年に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

平成28年4月2日から平成29年4月1日までにおける運用
塩竈市 国

管理職員 一般職員 指定管理職員 一般職員

イ　人事評価を実施した ○ ○

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○ ○

標準に加え、上位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

○ ○

1級

11.0%

1級

12.1%

1級

8.7%

2級

15.2%

2級

13.1% 2級

5.4%

3級

28.3%

3級

30.9% 3級

37.7%

4級

23.3%

4級

20.9% 4級

17.8%

5級

8.8%
5級

10.3% 5級

18.1%

6級

11.0%

6級

9.6%

6級

10.9%

7級

2.5%

7級

3.2%
7級

1.4%

0%

10%
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40%
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90%

100%

平成28年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級



４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理者加算　15～25％ ・管理者加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　※国家公務員の1人当たり平均支給額に関しては、未公表。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成27年度）

1.60

○

○

○

―

2.60 1.60 2.60 2.60 1.60

１人当たり平均支給額（平成27年度）

1,395 1,710

塩　　　　　竈　　　　　市 宮　　　城　　　県 国

1.45 0.75 1.45 0.75 1.45 0.75

塩竈市 国

管理職員 一般職員 指定管理職員 一般職員
平成28年度中における運用

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

標準に加え、上位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

標準に加え、下位の成績率も適用

ロ　人事評価を実施していない

○

○ ○



（2) 退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～45％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（平成28年4月1日現在）
千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

塩　　　　　　　　　　　竈　　　　　　　　　　　市 国

25.55625 25.5562520.4450

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 621

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

多賀城市 10 0 10

49.5900 49.5900

3,235 21,198

49.5900

34.5825 34.5825

49.5900 49.5900

29.1450

41.3250

税務手当
直接の市税徴収事務従事職員 直接の市税徴収事務

月額3,700円（ただし、応援従事者の
場合　日額180円）

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

10

支給実績（平成27年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

富谷町 6 0 6

名取市，利府町 3 0 3

％10.4

環境課勤務の不法投棄された危険な廃棄
物処理作業従事者

環境課勤務の不法投棄された危険な廃
棄物処理作業

日額200円

防疫業務手当 感染症の患者又は感染症の疑いのある患者の
救護作業従事者及び感染症の病原体が付着
し、又は付着の疑いのある物件の処理作業従事
者

感染症の患者又は感染症の疑いのある患者の
救護作業及び感染症の病原体が付着し、又は
付着の疑いのある物件の処理作業

1回300円

特別手当
道路上作業従事者（交通を遮断することな
く行う道路の維持修繕の作業に限る。）

道路上作業（交通を遮断することなく行う
道路の維持修繕の作業に限る。）

日額300円

魚市場管理事務所に勤務する職員
及び学校用務員で施設維持管理等
における汚水・排水・有害物等取扱
業務従事者

魚市場管理事務所勤務及び学校用
務員で施設維持管理等における汚
水・排水・有害物等取扱業務

日額300円

市長が特に定めるもの 市長が特に定めるもの 　－

保健指導業務に従事する保健師（精
神保健の訪問指導業務に限る。）

保健指導業務（精神保健の訪問指
導業務に限る。）

日額180円

用地買収交渉及び区画整理に伴う移
転補償交渉の外勤業務従事者

用地買収交渉及び区画整理に伴う
移転補償交渉の外勤業務

社会福祉事務所に勤務する現業従事者
及び指導監督を行う者

社会福祉事務所に勤務する現業従事者
及び指導監督

月額3,700円

行旅病死人取扱業務従事者 行旅病死人取扱業務 1回1,500円

20.4450

29.1450

41.3250

49.5900

(普通会計分）

千円

千円

9,315

233

日額350円

清掃工場に勤務する職員 清掃工場勤務 日額1,600円

医師 11 15 16

仙台市 6 3 6

支給実績（平成27年度決算） 13,653



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成28年4月1日現在）

支給職員１人当たり

手　当　名 度との と異なる （平成27年度決算） 平均支給年額

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 26 年 度 決 算 ） 511

内容及び支給単価

国の制 国の制度 支給実績

異同 内容

支 給 実 績 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 219,958

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 571

支 給 実 績 （ 平 成 26 年 度 決 算 ） 199,922

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時ま
での間に勤務する職員 同じ なし 千円

休日勤務手当
休日において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜ
られた職員 同じ なし 0 千円

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員

（平成27年度決算）

扶養手当

1、配偶者13,000円
2、配偶者以外の扶養家族1人につき6,500円
※配偶者がいない場合はそのうち1人につき11,000円
３、子のうちに満15歳に達する日後の最初の4月1日から
満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある
子　、1人につき5,000円加算

同じ なし 35,864 千円

災害派遣手当及び武力
攻撃災害等派遣手当

災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の地方公共
団体から派遣された職員 同じ なし 30,378 千円

千円

千円

219

300

72

759

25

0

0

1,168

同じ なし 50 千円

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員の職のうちその特殊性
に基づき規定する給料表に掲げられている給料額を支
給

同じ なし 28,079 千円

0

通勤手当

1、交通機関などの利用者　通勤相当額で55,000円を限
度
2、交通用具の使用者　　　　自転車など(自転車、原動機
付き自転車、自動車）の交通用具使用者は使用距離(片
道）により2,000円～24,500円を支給

同じ なし 18,750 千円

住居手当

借家・借間に居住している職員
ア、月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額－12,000円
イ、月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
11,000円＋家賃-23,000円/2　で27,000円を限度とする

同じ なし 27,632

（普通会計分）

（普通会計分）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円



５　特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

989,000円×在職月数×0.44 2,089万円 任期毎

805,000円×在職月数×0.26 1,005万円 任期毎

682,000円×在職月数×0.21   687万円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。 

     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）     

       　    勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

 ３　　期末手当は給料、報酬月額に15％の役職加算を行って算定を行う。

副 市 長 805,000 375,000

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 989,000 1,061,000

885,000

440,000

議 長 　　（平成27年度支給割合）

副 議 長 2.95

議 員

退
職
手
当

市 区 町 村 長

副 市 長

教 育 長

議 員 409,000 266,000

期
末
手
当

市 区 町 村 長 　　（平成27年度支給割合）

副 市 長 2.95

教 育 長

報

酬

議 長 498,000 360,000

副 議 長 437,000 294,000

737,000

653,000

591,000



６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由（平成28年4月1日現在）

対前年度
平成27年度 平成28年度

一般行政部門 議会 8 8 0

総務企画 79 77 △ 2

税務 25 25 0

民生 86 86 0

衛生 36 34 △ 2

労働 0 0 0

農林水産 11 10 △ 1

商工 14 14 0

土木 56 54 △ 2

小計 315 308 △ 7 ＜参考＞

人口10,000人当たり職員数 55.49 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

特別行政部門 教育 70 73 3

普通会計 385 381 △ 4 ＜参考＞

人口10,000人当たり職員数 68.64 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

公営企業等会計部門 病院 154 158 4

水道 35 32 △ 3

交通 15 13 △ 2

下水道 14 15 1

その他 32 32 0

小計 250 250 0

635 631 △ 4 ＜参考＞

〔674〕 〔674〕 〔674〕 人口10,000人当たり職員数 113.68 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　〔　　　〕内は、条例定数の合計である。

人事異動・業務体制の見直し等による

業務増大・体制強化等による

一部業務の外部委託 ・業務体制の見直し等による

区分部門

合計

欠員不補充・業務体制の見直し等による

業務増大・体制強化等による

業務拡大・体制強化等による

職員数 主な増減理由

人事異動・業務体制の見直し等による

一部業務の外部委託等による



 （2)年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

　

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

631

～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

91 106 63 57 59 112 23 54 66 36 63

人 人 人 人 人

(3)職員数の推移

（単位：人・％)

23年 24年 25年 26年 27年 28年

一般行政 305 313 310 317 315 308 3 ( 1.0% )

教　　 　育 82 76 74 75 70 73 △ 9 ( △11.0% )

普通会計計 387 389 384 392 385 381 △ 6 ( △1.6% )

公営企業等会計 265 257 254 253 250 250 △ 15 ( △5.7% )

総合計 652 646 638 645 635 631 △ 21 ( △3.2% )

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

過去5年間
の増減数（率）部 門 別

区 分

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%



　(4)定員管理の数値目標及び進捗状況
  　①平成22年4月1日～平成30年4月1日における定員管理の数値目標

　　②計画の年次別進捗状況（実績）の概要

区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 （参考）

部門 計画始期 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 計画終期 数値目標

職員数 303 303 313 312 317 315 308 309 308 308

増減 0 10 △ 1 5 △ 2 △ 7 － － 5 ( 100% ) 5

職員数 84 80 76 74 75 70 73 72 70 70

増減 △ 4 △ 4 △ 2 1 △ 5 3 － － △ 11 ( 79% ) △ 14

職員数 116 111 105 102 100 96 92 92 91 91

増減 △ 5 △ 6 △ 3 △ 2 △ 4 △ 4 － － △ 24 ( 96% ) △ 25

職員数 503 494 494 488 492 481 473 473 469 469

増減 △ 9 0 △ 6 4 △ 11 △ 8 － － △ 30 ( 88% ) △ 34

（注） １　計画期間は平成22年度～平成30年度の8年間である。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

３　増減は各年度の欄にあっては対前年度比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降

　　現年までの職員増減数の累計を示す。

４　上記は市立病院を除く数値

平成22年4月1日
職員数

平成30年4月1日
職員数

数値目標

％

削減率

△ 34

計画期間

△6.8

人 人 人

平成30年4月1日

始期 終期

503 469

公営企業
等会計

計

一般行政

教　育

平成22年4月1日

22年度～28年度

計



７　職員の任免状況

（1)職員の採用状況（平成27年度）

（2)職員の退職状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

（3)派遣職員の状況（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

①派遣している職員 ②派遣されている職員

（4)身体障害者の任用状況（平成28年4月1日現在）

８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1)勤務時間、休息・休憩時間の状況（平成28年4月1日現在）

（2)年次休暇の取得状況（平成27年中）

23

医師 0 0 0 2 0 2 2

計

職
種

一般事務 9 11 20 3 0 3

看護師・医療技術職

区分
競争試験 選考

計
男性 女性 計 男性 女性

区分 男性 女性 計

定年退職 13 2 15

7

計 12 15 27 5 0 5 32

3 4 7 0 0 0

派遣先 人数 派遣元 人数

宮城県 1 宮城県 1

その他 7 7 14

計 22 9 31

勧奨退職 2 0 2

死亡退職 0 0 0

631 3 1 4

計 5 計 3

職員数
左記のうち障害のある職員数

普通障害者数 特定障害者数 計

後期高齢者広域連合 1 宮城県教育委員会 1

塩釜地区消防事務組合 3 塩釜地区消防事務組合 1

市長部局 326 12,661 3,192.5 9.8 25.2

区分 対象職員数 付与日数（a） 取得日数（ｂ） 平均取得日数 取得率（ｂ）/(ａ）

一週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

38時間45分
（1日7時間45分）

午前8時30分 午後5時15分
午後0時から
午後1時まで

市立病院 140 5,504 1,189.1 8.5 21.6

水道部 32 1,261 357.2 11.2 28.3

教育委員会教育部 66 2,398 753.0 11.4 31.4

計 564 21,824 5,491.8 9.7 25.2



（3)時間外勤務及び休日勤務の状況（平成27年度）

※職員数は平成27年度給与実態調査より
※夜間勤務を含む

（4)特別休暇制度の状況（平成28年4月1日現在）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16 妻の出産による子の養育 5日以内

17 小学校就学前の子の看護 5日以内（2人以上いる場合は10日）

18 要介護者の介護 〃

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

（5)育児休業取得の状況（平成27年度）　　　　

市立病院 22,804 175.4

教育委員会教育部 11,519 180.0

単位：時間

区分 時間外・休日勤務総時間数 職員1人あたり時間外・休日勤務時間数

市長部局 102,566 301.7

骨髄バンクへの登録及び骨髄移植等 〃

ボランティア活動 1の年において5日の範囲内の期間

結婚する場合 連続する7日以内で必要と認められる期間

休暇の種類 付与日数･期間

選挙権その他の公民権の行使 必要と認められる期間

証人、参考人等としての官公庁への出頭 〃

水道部 5,011 161.6

計 141,900 251.2

産後休暇 産後8週間

生後満1歳に達しない子の育児 1日1時間又は1日2回それぞれ30分

生理日において業務困難な場合 2日以内

妊娠中の健康保持のための休息又は補食 〃

妊娠12週間未満の流産 10日以内で必要と認められる期間

産前休暇 産前8週間以内（多胎妊娠14週以内）

妊娠に起因する障害（つわり） 10日以内で必要と認められる期間

妊娠中の通勤混雑緩和 1日1時間又は1日2回それぞれ30分

母子保健法による保健指導、健康診査 必要と認められる期間

結核性疾患による勤務軽減 〃

通信教育等の面接授業への出席 〃

子の看護（感染症の場合） 〃

父母、配偶者、子の追悼のための特別な行事 1日以内

夏季における心身健康維持増進等 7月から9月の期間内において3日以内

災害、交通機関等の事故時の不可抗力 必要と認められる期間

妻の出産（出産予定日14日前から出産後14日） 3日以内

乳幼児の健康診査、予防接種等の介助 必要と認められる期間

親族が死亡した場合 死亡した親族に応じ1日から10日

市長部局 4 5

教育委員会教育部 0 0

職務に関連がある海外視察、派遣団への参加 〃

その他任命権者が特に必要と認める場合 承認を得た期間

区分 育児休業の承認 平成26年度から引き続いている者

職務遂行に必要な資格試験等を受ける場合 〃

公共団体から表彰を受ける場合 〃

公共団体主催の運動競技会への選手又は役員 〃

計 9 6

水道部 0 0

市立病院 5 1



９　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1)分限処分の状況（平成27年度）
（件）

（2)懲戒処分の状況（平成27年度）
（件）

１０　職員の服務の状況

（1)職務専念義務免除の状況
職務専念義務は、次の場合に限り免除されます。

①職員団体等の適法な交渉へ参加する場合

②研修を受ける場合

③厚生に関する計画の実施に参加する場合

④公民権を行使する場合

⑤証人等として裁判所、議会等出頭する場合

⑥特別職又は他の地方公共団体の職を兼ね、従事する場合

⑦市行政の運営上特に必要な団体の役職員の職に従事する場合

⑧措置要求等、及びその審査のため出頭を求められた場合

（2)営利企業等従事許可の状況（平成27年度）

１１　職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益保護の状況

（1)勤務条件に関する措置要求の状況

該当なし

（2)不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況

該当なし

勤務成績が良くない場合 0 0 0 0 0

処分事由 降任 免職 休職 降給 計

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

0 0 0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 24 0 24

計 0 0 24 0 24

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し又は
職務を怠った場合

0 0 0 0 0

法令に違反した場合 0 0 0 0 0

処分事由 戒告 減給 停職 免職 計

区分 計

営利を目的とする会社、その他の団体の役員、
顧問、評議員及びこれに準ずる職員の地位を
兼ねる場合

0

計 1 0 1 0 2

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

1 0 1 0 2

市長部局

0

教育委員会教育部 水道部 市立病院

000

計 1

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 1

0

0

0

0

0

0 0

0

0 0

1

1



１２　公平委員会の業務の状況

（1)職員の勤務条件に関する措置要求の審査、判定及び必要な措置

該当なし

（2)職員の不利益処分についての不服申立てに対する裁決、決定

該当なし

１３　職員の研修および勤務成績の評定の状況

（1）平成27年度研修実績

（2）勤務成績の評定の概要

平成28年1月の昇給においては、管理者からの内申に基づいて、昇給を行っている。

階層別研修 58

新規職員採用研修 19 宮城県市町村職員研修所

研　　修　　名 実績（人） 開催場所

管理者研修Ⅰ（課長補佐程度） 7 〃

管理者研修Ⅱ（新任課長級） 3 〃

監督者研修Ⅰ（新任係長程度） 12 〃

監督者研修Ⅱ（係長程度） 0 〃

一般職員研修Ⅰ（採用時5年経過時） 11 〃

一般職員研修Ⅱ（採用時10年経過時） 5 〃

ファシリテーション研修 2 〃

クレーム対応研修 2 〃

技能労務職員研修 0 宮城県市町村職員研修所

再任用職員研修 1 〃

管理者研修Ⅲ（現任課長級） 1 〃

階層別以外の主な研修 46

コミュニケーション研修 5 〃

行政法講座 1 〃

条例・規則作成研修 12 〃

契約事務研修 0 〃

メンタルヘルスセミナー 11 公務災害補償基金

管理職員対象メンタルヘルス 0 宮城県市町村職員共済組合

ＯＡ研修（WORD,EXCEL,ACCESS等） 8 〃

心と身体の健康セミナー 4 〃

保育所職員全体研修会 77 〃

人事評価研修 420 〃

新規採用職員研修（採用時研修） 25 〃

学校給食調理従事者研修会 28 〃

市主催研修 588

新規採用職員研修（事前研修） 19 市役所会議室等

新規採用職員研修（6か月研修） 19 〃

実績人数計 692



１４　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1)福利厚生制度に関する状況

（2)公務災害補償
   地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害または死亡）や通勤による災害によって

生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものである。

・平成27年度の補償等の状況 （単位：件）

１５　職員互助組織の設置

   地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の相互扶助による福祉の増進のために条例等に基づき職員互助組織を設置し、

職員の健康増進や元気回復、生活の安定を図っています。

   職員互助組織の主な事業としては、職員の会費で給付事業や福利厚生事業等を実施しています。

※平成21年度から職員互助組織への公費負担は行っておりません。

1．給付事業（平成28年4月1日現在）

①出産祝金　　②入学祝金　　③弔慰金　　④結婚祝金　　⑤銀婚祝金　　⑥退会金

⑦罹災見舞金　　⑧傷病見舞金　　⑨調整給付金　　⑩研修給付金　　⑪卒業祝金　　

2．福利厚生事業（平成28年4月1日現在）

①　スポーツ・文化活動助成　　

②　レクリエーション事業

③　委託利用施設助成　　

3．その他事業（平成28年4月1日現在）

①生保・損保団体取扱、全国市長会任意共済保険等

②全国市長会個人年金共済等

③物資購入資金等の貸付

④互助会売店

塩竈市安全衛生管理規程に基づくX線間接撮影（25歳以上の希望者）

深夜業従事職員健康診断 8 労働安全衛生規則第45条第1項（深夜業を営む業務）該当職員の検診

人間ドック 211 市町村職員共済組合実施の一般検診（30歳以上の希望者）

区　　分 受診者数（人） 内　　容　　等

定期健康診断 440 塩竈市安全衛生管理規程に基づく定期健康診断（市立病院職員・人間ドック受診者は除く）

6 0 0 6 0

補　　　　　償
福祉事業

療養補償 障害補償 遺族補償 計

B型肝炎抗体検査 3 事前にB型肝炎に感染していないか、抗体を持っているかの血液検査（保健師対象）

破傷風予防接種 0 破傷風予防の為、環境課・下水道課職員を対象に実施

乳がん検診 144 塩竈市安全衛生管理規程に基づく触診・マンモグラフィー等（30歳以上女性希望者）

子宮がん検診 262 塩竈市安全衛生管理規程に基づく頸部・体部細胞診（20歳以上女性希望者）

脳検診 67 市町村職員共済組合実施の脳検診（40歳以上の希望者）

胃腸病検診 87


